
東日本大震災に関する文書の選別について 

Ⅰ 次の各号に掲げるもの（下記２に該当するものを除く。） 

収集選別基準項目 震災関連事業内容 主担当課 

条例、規則等の制定改廃に関する

もの 

左に同じ  

市議会の会議録、議案、報告その

他市議会に関するもの 

左に同じ  

基本構想、総合計画に関するもの

（仙台市総合計画又はこれに基

づく実施計画の企画立案の事務

を分掌している課が保有するも

のに限る） 

左に同じ  

法令に基づき策定した計画（総合

計画を除く。）その他の計画に関

するもの 

●「仙台市震災復興基本方針」（平成 23年 4 月 1日） 

●「仙台市震災復興ビジョン」（平成 23年 5 月 30 日） 

●「仙台市震災復興計画」（平成 23 年 11 月 30 日） 

●東日本大震災復興特別区域法関連 

  「復興推進計画」 

  「復興整備計画」 

  「復興交付金事業計画」 

●仙台市東部沿岸部の集団移転跡地利活用方針 

●被災者生活再建推進プログラム 

●被災者生活再建加速プログラム 

●災害廃棄物処理基本方針 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

 

 

 

復興まちづくり課 

社会課 

社会課 

環境局総務課 

附属機関等に関するもの ●仙台市震災復興推進本部会議 

●仙台市震災復興メモリアル等検討委員会 

●仙台市復興推進協議会 

●仙台市復興整備協議会 

●仙台市集団移転跡地利活用事業者選定委員会 

●集団移転跡地利活用検討委員会 

●宅地保全審議会 

●仙台市災害義援金配分委員会 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

復興まちづくり課 

復興まちづくり課 

復興まちづくり課 

開発調整課 

社会課 

各種制度、事業で特に重要である

もの 

左に同じ  

職員の人事及び給与（簡易なもの

を除く。）に関するもの 

左に同じ  

職員団体等との交渉に関するも

の 

左に同じ  

他の市町村との廃置分合及び境

界変更に関するもの 

  

区の設置及び境界変更、町名整備

並びに住居表示に関するもの 

  

訴訟、調停及び不服申立てに関す

るもの 

左に同じ  

陳情、請願、要望に関するもので

重要であるもの 

左に同じ  

公の施設の整備に関するもので

特に重要であるもの 

●震災被害に係る公の施設の復旧 

●震災被害に係る公の施設の補修・改修・建替工事 

●ライフライン（交通・水道・ガス・下水道）供給、復旧 

 

 

●文化財・歴史的建造物等復旧 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

営繕課、設備課 

各企業局、下水道担当課、南蒲生

浄化センター 

教育委員会事務局文化財課 

協議及び協定に関するもので重

要であるもの 

  

国際交流等に関するもの ●各国からの安否確認依頼、移動支援 

●各国駐日大使、閣僚らによる表敬訪問 

●情報提供支援、相談 

交流政策課 
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財産の取得及び処分に関するも

の 

左に同じ  

本市が関与した団体等の設置及

び廃止に関するもの 

  

予算編成及び決算調製に関する

もの（予算編成及び決算調製の事

務を分掌している課が保有して

いるものに限る。） 

左に同じ  

行財政改革及び行政評価に関す

るもの（行財政改革及び行政評価

の総括の事務を分掌している課

が保有しているものに限る。） 

  

災害に関するもの   

褒章、叙位、叙勲、表彰に関する

もの 

  

市長の事務（市長から副市長に委

任された事務を含む。）の引継ぎ

に関するもの 

  

東日本大震災に関するもの ●仙台市東部復興見学 

●「仙台防災未来フォーラム」開催 

●第 3回国連防災世界会議開催 

●震災遺構仙台市立荒浜小学校（震災復興メモリアル事業） 

●震災遺構仙台市荒浜地区住宅基礎（震災復興メモリアル事業） 

●震災遺構保存（震災復興メモリアル事業） 

●中心部震災メモリアル拠点 

●せんだい 3.11 メモリアル交流館 

●指定避難所等の防災対応型太陽光発電システム（省エネ・新エネプロジェ

クト） 

●仮想発電所技術を活用した防災環境配慮型エネルギーマネジメント（省エ

ネ・新エネプロジェクト） 

●エコモデルタウン（田子西地区・荒井東地区）（省エネ・新エネプロジェク

ト） 

●藻類バイオマス（省エネ・新エネプロジェクト） 

●創エネルギー導入促進助成制度（省エネ・新エネプロジェクト） 

●民間防災拠点施設への再生可能エネルギー等導入補助制度（省エネ・新エ

ネプロジェクト） 

●民間事業者等とのエネルギーに関する共同研究（省エネ・新エネプロジェ

クト） 

●仙台市災害対策本部活動 

●避難所設営・運営関係 

●福祉避難所設営・運営関係 

●帰宅困難者対応 

●応急仮設住宅整備 

●り災証明発行業務 

●建物被害認定調査 

●災害時医療救護活動（医療救護チーム受入） 

●避難所保健活動 

●こころのケアチーム活動 

●遺体安置所設置、対応 

●埋葬（土葬）準備、他自治体火葬受入 

●被災動物保護 

●震災廃棄物（がれき）処理（がれき搬入場整備（蒲生・荒浜・井土）、仮設

焼却炉設置） 

●損壊家屋等解体・撤去 

●生活支援情報の発行 

●災害弔慰金の支給 

●埋火葬費用給付 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

 

防災環境都市・震災復興室 

 

防災環境都市・震災復興室 

 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

防災環境都市・震災復興室 

 

防災環境都市・震災復興室 

 

危機管理課 

防災計画課、各区役所 

健康福祉局総務課 

 

防災計画課、各区役所 

税制課・資産税企画課 

資産税企画課 

市立病院、区保健福祉センター 

健康保険課、区保健福祉センター 

精神保健福祉センター 

生活衛生課 

生活衛生課 

動物管理センター 

環境局総務課 

 

環境局総務課 

広報課 

社会課 

社会課 



●災害障害見舞金 

●被災者生活再建支援制度 

●災害援護資金貸付 

●母子・父子・寡婦福祉資金貸付の特例 

●年金等担保貸付 

●緊急小口資金特例貸付 

●東日本大震災災害義援金 

●他市町村からの避難者支援 

●小中学生就学支援 

●児童生徒安全確保・学校再開（移転・仮設校舎設置） 

●児童生徒への心のケア 

●簡易型放射線測定器による放射能モニタリング 

●仙台産農産物等の放射性物質検査 

●流通食品の放射性物質検査 

●一般廃棄物処理施設における空間放射線量などの測定 

●下水処理施設における放射能測定 

●学校給食に使用する食品の放射性物質検査 

●保育所給食の放射性物質検査 

●仙台市市民持込み食品放射性物質簡易測定 

●東日本大震災仙台市追悼式 

●震災記録誌の発行 

●津波流出写真等の返却 

●「3がつ 11 にちをわすれないためにセンター」開設 

●文化施設における震災関連企画展示 

●民間投資促進特区（ものづくり産業）【復興推進計画関係】 

●農と食のフロンティア推進特区【復興推進計画関係】 

 （仙台東地区ほ場整備事業・四郎丸地区ほ場整備事業・大沼太陽光発電所

への補助） 

●民間投資促進特区【復興推進計画関係】 

●仙台港背後地交流推進特区【復興推進計画関係】 

●物流拠点整備に係る利子補給【復興推進計画関係】 

●エネルギー供給拠点整備に係る利子補給【復興推進計画関係】 

●公営住宅の特例【復興推進計画関係】 

●応急仮設建築物の存続期間の延長に関する特例【復興推進計画関係】 

●土地利用の再編に係る特例許可・手続き特例【復興整備計画関係】 

●復興交付金事業計画申請・交付決定（令和 2年 6月までに 27回） 

●跡地利活用事業「荒浜地区公共ゾーン」【復興整備計画関係】 

●跡地利活用事業「荒浜地区避難の丘」【復興整備計画関係】 

●東部沿岸部集団移転跡地利活用事業 

●仙台市東部地域防災集団移転促進事業 

【区画整理事業地内 6 地区】宮城野区田子西地区,仙台港背後地地区,   

若林区荒井東地区,荒井西地区,荒井南地区,荒井公共区画整理事業地内

地区 

【市造成 7地区】宮城野区田子西隣接地区,上岡田地区,南福室地区,蒲生雑

子袋地区,若林区七郷地区,六郷地区,石場地区 

●津波浸水区域居住者への住宅再建支援 

●造成宅地滑動崩落緊急対策事業 

●災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 

●防災集団移転促進事業 

●災害復興宅地融資、宅地防災工事資金融資、仙台市宅地防災工事資金融資 

●被災者生活再建関連事業（民間賃貸住宅への入居支援、復興公営住宅等入

居支援金、応急仮設住宅、復興定期便・生活再建リポートの発行） 

●復興公営住宅整備 

社会課 

社会課 

災害援護資金課 

子供家庭支援課 

社会課 

社会課 

社会課 

戸籍住民課 

教育委員会事務局学事課 

教育委員会事務局 

教育委員会事務局 

環境対策課 

農林土木課 

食品監視センター 

環境局施設課 

下水道調整課 

教育委員会事務局健康教育課 

運営支援課 

環境対策課 

秘書課 

各担当課 

防災計画課 

教育委員会事務局生涯学習課 

 

企業立地課 

農政企画課 

 

 

企業立地課 

プロジェクト推進課 

地域産業支援課・企業立地課 

防災環境都市・震災復興室 

市営住宅管理課 

建築指導課 

復興まちづくり課 

防災環境都市・震災復興室 

復興まちづくり課 

復興まちづくり課 

復興まちづくり課 

復興まちづくり課 

 

 

 

 

 

復興まちづくり課 

開発調整課 

開発調整課 

開発調整課 

開発調整課 

社会課 

 

市営住宅管理課 

その他「Ⅰ 基本的な考え方」を

踏まえ歴史的価値があると認め

られるもの 

  

 

Ⅱ 留意事項 



１ 個人情報が主体で，同種のものが大量に存在する文書については，一部を資料として収集したうえで，残りの文書については廃棄する。   

２ 以下の文書については，収集選別を行わないこととする。 

（１） 事業の執行に伴い義務的に発生する業務に係るもの 

（２） 簡易な手続に関するもの 


